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表紙

証券コード  3944

第93回

定時株主総会
招集ご通知

新型コロナウイルス感染症の感染が拡大して
いる状況をふまえまして、株主のみなさまの
安全確保および感染防止のために、株主のみ
なさまには可能な限り書面による議決権の事
前行使をお願い申しあげます。
また、ご来場の株主のみなさまへのお土産の
配布はございません。何卒ご理解くださいま
すようお願い申しあげます。

日 時
2023年３月30日（木曜日）午前10時

場 所
大阪市中央区大手通三丁目１番12号
当社本店会議室
（末尾の会場ご案内略図をご参照ください。）

決 議
事 項

　

第１号議案　剰余金の処分の件
第２号議案　取締役６名選任の件
第３号議案　監査役３名選任の件
第４号議案　補欠監査役２名選任の件
第５号議案　当社株式の大規模買付行為に関する

対応策（買収防衛策）の継続の件
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招集ご通知

証券コード：3944
2023年３月14日

株 主 各 位
大 阪 市 中 央 区 大 手 通 三 丁 目 １ 番 1 2 号

代表取締役会長兼社長 古林　敬碩

株主総会資料　掲載ウェブサイト
 https://d.sokai.jp/3944/teiji/

東証ウェブサイト
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

第93回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第93回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあげます。
　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）について電子提供措置
をとっており、インターネット上のウェブサイトに「第93回定時株主総会招集ご通知」として掲載しておりますの
で、以下のウェブサイトにアクセスのうえ、ご確認くださいますようお願い申しあげます。

　電子提供措置事項は、上記ウェブサイトのほか、東京証券取引所（東証）のウェブサイトにも掲載しておりますの
で、以下の東証ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）にアクセスして、銘柄名（会社名）または証券コードを
入力・検索し、「基本情報」、「縦覧書類／ＰＲ情報」を選択のうえ、ご確認くださいますようお願い申しあげま
す。

　なお、当日ご出席されない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手数ながら株主総会
参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、2023年３月29日（水
曜日）午後５時45分までに到着するようご返送いただきたくお願い申しあげます。

敬　具
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招集ご通知

■1 日　　　時 2023年３月30日（木曜日）午前10時
■2 場　　　所 大阪市中央区大手通三丁目１番12号

当社本店会議室
（末尾の会場ご案内略図をご参照ください。）

■3 会議の目的事項
報 告 事 項 １. 第93期（2022年１月１日から2022年12月31日まで）事業報告の内容、連結計算書類

の内容ならびに会計監査人および監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
２. 第93期（2022年１月１日から2022年12月31日まで）計算書類の内容報告の件

決 議 事 項
第 １ 号議案 剰余金の処分の件
第 ２ 号議案 取締役６名選任の件
第 ３ 号議案 監査役３名選任の件
第 ４ 号議案 補欠監査役２名選任の件
第 ５ 号議案 当社株式の大規模買付行為に関する対応策（買収防衛策）の継続の件

■４ 招集にあたっての決定事項

以　上

記

（１）電子提供措置事項のうち、次の事項につきましては、法令および当社定款第16条第２項の規定に基づき、書面交付請求を
いただいた株主さまに対して交付する書面には記載しておりません。
従って、書面交付請求をいただいた株主さまに対して交付する書面は、監査報告書を作成するに際し、監査役および会計
監査人が監査をした対象書類の一部であります。
①連結計算書類の連結注記表
②計算書類の個別注記表

（２）ご返送いただいた議決権行使書において、各議案につき賛否の表示がされていれない場合は、賛成の意思表示をされたも
のとして取り扱います。

●当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申しあげます。
●電子提供措置事項に修正が生じた場合は、上記各ウェブサイトにその旨、修正前の事項および修正後の事項を掲載させていた

だきます。

株主総会にご出席の株主のみなさまへのお土産のご用意はございません。何卒ご理解くださいますよう
お願い申しあげます。
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剰余金の処分の件

第１号議案 剰余金の処分の件
　当社は、株主のみなさまへの利益還元を経営の重要課題の一つとして位置付けており、利益配分に
つきましては経営環境や業績動向を勘案し、安定的にかつ継続的な利益還元を行うことを基本方針と
しております。
　当期の期末配当につきましては、当該基本方針に基づき、財務状況や今後の事業展開等を勘案いた
しまして以下のとおりといたしたいと存じます。

期末配当に関する事項
①　配当財産の種類

金銭といたします。

②　配当財産の割当てに関する事項およびその総額
当社普通株式１株につき金25円といたしたいと存じます。
なお、この場合の配当総額は27,713,550円となります。

③　剰余金の配当が効力を生じる日
2023年３月31日といたしたいと存じます。
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取締役選任の件

第２号議案 取締役６名選任の件

候補者
番　号

氏　名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所有する
当社の株式の数

再 任
1
　

ふる

古
 

 
ばやし

林
 

 
たか

敬
 

 
ひろ

碩
(1942年９月26日生)

    1966年    3 月 当社入社
    1982年    7 月 当社取締役
    1986年    7 月 当社常務取締役
    1994年    6 月 当社専務取締役
    2000年    6 月 当社取締役副社長
    2006年    4 月 当社代表取締役社長
    2012年    6 月 当社代表取締役会長兼社長（現任）
    2014年    6 月 当社社長執行役員（現任） 60,700株

［重要な兼職の状況］
複合工業株式会社代表取締役
ライニングコンテナー株式会社代表取締役
台湾古林股份有限公司董事長
上海古林国際印務有限公司董事長
古林紙工（上海）有限公司董事長
古林包装材料製造（上海）有限公司董事長

取締役候補者とした理由
古林敬碩氏は、'82年に当社取締役に就任後、'06年4月から当社代表取締役、'12年からは代表取締役会長兼社長を務
めており当社グループの中で培った豊富な経験・実績・見識を有しており、強いリーダーシップによる当社グループ
経営の推進に適任であると判断し、同氏を引続き取締役候補者としております。

　現任取締役６名は本総会終結の時をもって任期満了となります。
つきましては、取締役６名（うち社外取締役２名）の選任をお願いいたしたいと存じます。
　取締役候補者は次のとおりであります。

4



2023/02/28 9:35:12 / 22942038_古林紙工株式会社_招集通知_電子提供措置用

取締役選任の件

候補者
番　号

氏　名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所有する
当社の株式の数

再 任
2
　

ふる

古
 

 
ばやし

林
 

 
まさ

雅
 

 
たか

敬
(1977年２月４日生)

    1999年    4 月 当社入社
    2009年    3 月 当社開発本部長兼MD部長
    2009年    6 月 当社取締役
    2011年    4 月 当社設計計画部長
    2013年    11月 当社常務取締役

当社営業本部長
    2014年    6 月 当社取締役 常務執行役員
    2015年    6 月 当社取締役 専務執行役員
    2016年    4 月 当社取締役 副社長執行役員（現任）
    2017年    7 月 当社デザイン企画部長
    2020年    4 月 当社品質保証部管掌（現任）

2022年    1 月 当社生産本部長（現任）
当社ＤＸ担当（現任）

40,020株

取締役候補者とした理由
古林雅敬氏は、'09年に当社取締役に就任後、取締役 常務執行役員、取締役 専務執行役員、取締役 副社長執行役員
等を務め研究開発部門、営業部門の責任者として豊富な経験・実績・見識を有しております。’22年からは生産本部
長と合わせDX推進の責任者として業務改革を推進しております。当社の企業価値向上に適任であると判断して、同
氏を引続き取締役候補者としております。

再 任
3
　

ふる

古
 

 
ばやし

林
 

 
よし

能
 

 
たか

敬
(1978年６月21日生)

    2010年    12月 弁護士登録
    2011年    1 月 大船法律事務所（現 弁護士法人プロフェッショ

ン）入所
    2013年    11月 当社非常勤顧問
    2014年    6 月 当社取締役 内部監査担当（現任）
    2016年    1 月 関内法律事務所入所
    2019年    6 月 弁護士法人ＳＹ　代表弁護士（現）
    2019年    12月 当社法務担当（現任）

18,100株

取締役候補者とした理由
古林能敬氏は、'14年より当社取締役を務めており弁護士としての専門的な知識・経験を有し、当社グループの企業
価値向上と活性化に努めてまいりましたことから、今後も、職務を適正に遂行することができるものと判断したため
同氏を引続き取締役候補者としております。
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取締役選任の件

候補者
番　号

氏　名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所有する
当社の株式の数

再 任
4
　

おお

大
 

 
いし

石
 

 
つとむ

勉
(1965年７月29日生)

    1984年    4 月 当社入社
    2012年    4 月 当社生産本部 戸塚工場長
    2014年    6 月 当社執行役員（現任）
    2015年    4 月 当社特命担当 技術担当部長
    2017年    6 月 当社技術本部長（現任）
    2019年    4 月 当社生産本部長

2021年    3 月 当社取締役（現任）

1,600株

取締役候補者とした理由
大石勉氏は、'12年 当社戸塚工場長就任をはじめ、特命担当として当社の中核的生産技術に携わってまいりました。
’21年に当社取締役に就任し、その豊富な経験を活かし生産性向上に努めてまいりました。今後も、職務を適正に遂
行することができるものと判断したため同氏を引続き取締役候補者としております。

再 任
社 外

5

　

ど

土
て

堤
うち

内
 

 
きよ

清
 

 
つぐ

嗣
(1949年10月18日生)

    1973年    4 月 株式会社三和銀行（現 株式会社三菱ＵＦＪ銀
行）入行

    1998年    5 月 同行東京営業本部第二部長
    2002年    1 月 ＵＦＪスタッフサービス株式会社（現 三菱ＵＦ

Ｊ人事サービス株式会社）代表取締役
    2004年    4 月 株式会社ソフト９９コーポレーション　入社

管理本部長兼人事企画室長
    2004年    6 月 同社取締役 管理本部長兼人事企画室長
    2005年    6 月 同社常務取締役 マーケティング本部長兼管理本

部長兼人事企画室長
    2008年    4 月 同社専務取締役
    2010年    6 月 同社退任
    2011年    6 月 当社社外監査役
    2015年    6 月 当社社外取締役（現任）

0株

社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要
土堤内清嗣氏は、金融機関で培われた幅広い専門知識と会社役員としての豊かな経験を有されております。その幅広
い見地から当社経営に対する的確な提言・助言を行っていただけることを期待し、同氏を引続き社外取締役候補者と
しております。

6



2023/02/28 9:35:12 / 22942038_古林紙工株式会社_招集通知_電子提供措置用

取締役選任の件

候補者
番　号

氏　名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所有する
当社の株式の数

再 任
社 外

6

　

なか

中
 

 
にし

西
 

 
よし

克
 

 
まさ

誠
(1942年９月29日生)

    1968年    4 月 浦賀重工業株式会社（現 住友重機械工業株式会
社）入社

    1997年    4 月 株式会社サノヤス・ヒシノ明昌（現 サノヤスホ
ールディングス株式会社）入社

    1997年    6 月 同社取締役
    1999年    4 月 同社常務取締役
    2000年    4 月 同社代表取締役専務
    2003年    6 月 同社代表取締役副社長
    2007年    6 月 同社特別顧問
    2008年    6 月 同社退任
    2015年    6 月 当社社外取締役（現任）

0株

社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要
中西克誠氏は、長年にわたる会社の経営者としての豊富な経験と高い見識を有されております。その幅広い見地から
当社経営に対する的確な提言・助言を行っていただけることを期待し、同氏を引続き社外取締役候補者としておりま
す。

（注）１. 各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２. 当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しております。当該

保険契約の被保険者の範囲は当社および子会社の取締役および監査役であり、被保険者は保険料を負担しておりませ
ん。当該保険契約により被保険者の損害賠償金・争訟費用等の損害が塡補されることとなります。ただし、故意また
は重過失に起因する損害賠償請求は、上記保険契約により塡補されません。各候補者が取締役に就任した場合は、当
該保険契約の被保険者となります。

３. 土堤内清嗣および中西克誠の両氏は、社外取締役候補者であります。
４. 土堤内清嗣および中西克誠の両氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、それぞれの社外取締役としての在任期

間は、本総会終結の時をもって、土堤内清嗣氏が7年９か月、当社の社外監査役であった期間４年と合わせて11年９
か月、中西克誠氏が7年９か月となります。

５. 当社は土堤内清嗣および中西克誠の両氏との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損
害賠償責任をその職務につき善意でかつ重大な過失がないときは、法令で定められた最低責任限度額を限度とする責
任限定契約を締結しております。両氏の再任が承認可決された場合には、両氏との当該契約を継続する予定でありま
す。

６. 当社は土堤内清嗣および中西克誠の両氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として同取引所に届け出ておりま
す。

７. ・土堤内清嗣氏は過去に当社の社外監査役でありました。中西克誠氏は過去に当社または当社の子会社の業務執行者
　　　または役員であった事実はありません。

・土堤内清嗣および中西克誠の両氏は、現在または過去10年間に会社法施行規則に定める当社の特定関係事業者の業
務執行者または役員であった事実はありません。

・両氏は、当社または当社の特定関係事業者から多額の金銭その他の財産を受ける予定または過去２年間に受けてい
た事実はありません。

・両氏は、当社または当社の特定関係事業者の業務執行者または役員の配偶者、三親等以内の親族その他これに準ず
る者ではありません。
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取締役選任の件

企業経営 営業 ＤＸ 財務・会計 生産・技術 法務

１ 古林　敬碩 ● ● ● ● ● ●

２ 古林　雅敬 ● ● ● ●

３ 古林　能敬 ● ●

４ 大石　勉 ● ●

５ 土堤内　清嗣 ● ● ●

６ 中西　克誠 ● ●

【ご参考】本定時株主総会終了後の取締役スキル・マトリックス

（注）上記の一覧表は取締役の有する全ての知見や経験を表すものではありません。
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監査役選任の件

第3号議案 監査役３名選任の件

候補者
番　号

氏　名
（生年月日）

略歴、当社における地位
（重要な兼職の状況）

所有する
当社の株式の数

再 任
１

　

くわ

桑
 

 
た

田
 

 
てつ

哲
 

 
お

夫
(1958年９月12日生)

    1990年    9 月 当社入社
    2009年    3 月 当社経理部次長
    2012年    4 月 当社滝野工場長
    2014年    4 月 当社生産本部長
    2014年    6 月 当社取締役 執行役員
    2019年    4 月 当社取締役
    2019年    6 月 当社監査役（現任）

3,600株

監査役候補者とした理由
桑田哲夫氏は、当社経理部次長、工場長、生産本部長を歴任し、'14年に当社取締役に就任後、'19年より当社監査役
を務めております。経理部門、生産部門で培った原価管理、生産管理等に関する豊富な知識・経験を活かして監査職
務を適切に遂行できるものと判断し、引続き監査役候補者としております。

再 任
社 外

２

　

すず

鈴
 

 
き

木
 

 
せつ

節
 

 
お

男
(1967年５月５日生)

    2001年    10月 弁護士登録 久保井総合法律事務所　入所
    2014年    4 月 あかり法律事務所　入所（現）
    2015年    6 月 当社社外監査役（現任）

0株

社外監査役候補者とした理由
鈴木節男氏は、'15年６月に当社監査役に就任しております。弁護士としての専門的な知識・経験等を、当社のコー
ポレート・ガバナンスの強化に活かしていただけるものと判断いたしました。なお、同氏は、過去に社外役員となる
こと以外の方法で会社の経営に関与されたことはありませんが、上記の理由により、社外監査役として、その職務を
適切に遂行できるものと判断し、引続き社外監査役候補者としております。

　現任監査役３名は本総会終結の時をもって任期満了となりますので、監査役３名の選任をお願いいた
したいと存じます。
　なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。
　監査役候補者は次のとおりであります。
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監査役選任の件

候補者
番　号

氏　名
（生年月日）

略歴、当社における地位
（重要な兼職の状況）

所有する
当社の株式の数

再 任
社 外

3

　

よし  むら   まさ     き 

𠮷 村 正 機
(1977年３月18日生)

    2003年    10月 あずさ監査法人（現 有限責任 あずさ監査法人）
入所

    2008年    10月 株式会社 ＫＰＭＧ　ＦＡＳ　入社
    2013年    1 月 ビジネスアスリーツ株式会社　代表取締役（現

任）
    2014年    6 月 バリューアディッド・ジャパン株式会社　取締

役
    2016年    10月 株式会社フルジェンテ　代表取締役（現任）
    2017年    7 月 内藤証券株式会社　社外監査役（現任）
    2019年    6 月 当社社外監査役（現任）

0株

社外監査役候補者とした理由
𠮷村正機氏は、公認会計士および企業経営者としての豊富な経験と幅広い見識を有しております。これらの専門的な
知識・経験等を当社の監査とコーポレート・ガバナンスの強化に活かしていただけるものと判断し、引続き社外監査
役候補者としております。

（注）１. 各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２. 鈴木節男および𠮷村正機の両氏は、社外監査役候補者であります。
３. 鈴木節男および𠮷村正機の両氏は、現在当社の社外監査役でありますが、それぞれの監査役としての在任期間は本総

会終結の時をもって、鈴木節男氏が７年９か月、𠮷村正機氏が３年９か月となります。
４. 当社は鈴木節男および𠮷村正機の両氏との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害

賠償責任をその職務につき善意でかつ重大な過失がないときは、法令で定められた最低責任限度額を限度とする責任
限定契約を締結しております。両氏の再任が承認可決された場合には、両氏との当該契約を継続する予定でありま
す。

５. 当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しております。当該
保険契約の被保険者の範囲は当社および子会社の取締役および監査役であり、被保険者は保険料を負担しておりませ
ん。当該保険契約により被保険者の損害賠償金・争訟費用等の損害が塡補されることとなります。ただし、故意また
は重過失に起因する損害賠償請求は、上記保険契約により塡補されません。各候補者が監査役に就任した場合は、当
該保険契約の被保険者となります。

６. 当社は、鈴木節男および𠮷村正機の両氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として同取引所に届け出ておりま
す。

７．・鈴木節男および𠮷村正機の両氏は、過去に当社または当社の子会社の業務執行者または役員であった事実はありま
せん。

・両氏は、現在または過去10年間に会社法施行規則に定める当社の特定関係事業者の業務執行者または役員であった
事実はありません。

・両氏は、当社または当社の特定関係事業者から多額の金銭その他の財産を受ける予定または過去２年間に受けてい
た事実はありません。

・両氏は、当社または当社の特定関係事業者の業務執行者または役員の配偶者、三親等以内の親族その他これに準ず
る者ではありません。
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補欠監査役選任の件

第４号議案 補欠監査役２名選任の件

候補者
番　号

氏　名
（生年月日）

略歴、当社における地位
（重要な兼職の状況）

所有する
当社の株式の数

1

なか

中
 

 
お

尾
 

 
あき

昭
 

 
ひこ

彦
(1957年４月８日生)

    1980年    3 月 当社入社
    1994年    7 月 ライニングコンテナー株式会社 出向　課長
    1997年    3 月 当社経営推進室　主査
    2002年    12月 複合工業株式会社 出向　課長
    2010年    3 月 当社経理部　主査
    2017年    4 月 当社嘱託（現任）

200株

補欠監査役候補者とした理由
中尾昭彦氏は、入社以来、当社および子会社の経理部門を担当し長年にわたり管理職として務められて豊富な知識と
経験等を有しており、監査役に就任された場合にこれらの経験・知識を活かしていただけるものと判断しておりま
す。

2

よし    だ    ゆき    かず

𠮷 田 之 計
(1954年５月15日生)

    1989年    4 月 弁護士登録　久保井総合法律事務所入所
    1993年    4 月 𠮷田之計法律事務所開設（現）
    2003年    6 月 当社社外監査役
    2011年    6 月 当社社外監査役退任
    2013年    4 月 大阪弁護士会副会長
    2014年    3 月 大阪弁護士会副会長退任

０株

補欠の社外監査役候補者とした理由
𠮷田之計氏は、弁護士としての専門的な知識・経験等を有し、社外監査役に就任された場合にこれらの経験知識を当
社のコーポレート・ガバナンスの強化に活かしていただけるものと判断いたしました。なお、同氏は、過去に社外役
員となること以外の方法で会社の経営に関与されたことはありませんが、上記の理由により、社外監査役として、そ
の職務を適切に遂行できるものと判断しております。

　法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、あらかじめ補欠監査役２名の選任をお願い
いたしたいと存じます。
　なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。
　補欠監査役候補者は次のとおりであります。

（注）１. 補欠監査役の候補者のうち、中尾昭彦氏は監査役　桑田哲夫氏の補欠の監査役として、また𠮷田之計氏は、社外監査
役　鈴木節男および𠮷村正機の両氏の補欠の社外監査役として選任いただくことをお願いするものであります。

２. 各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
３. 𠮷田之計氏は、補欠の社外監査役候補者であります。
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補欠監査役選任の件

４. 当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しております。当該
保険契約の被保険者の範囲は当社および子会社の取締役および監査役であり、被保険者は保険料を負担しておりませ
ん。当該保険契約により被保険者の損害賠償金・争訟費用等の損害が塡補されることとなります。ただし、故意また
は重過失に起因する損害賠償請求は、上記保険契約により塡補されません。中尾昭彦氏が監査役に就任することとな
った場合、または𠮷田之計氏が社外監査役に就任することとなった場合には、両氏は当該保険契約の被保険者となり
ます。

５. 𠮷田之計氏が社外監査役に就任することとなった場合、当社は同氏との間で、会社法第427条第１項の規定に基づ
き、同法第423条第１項の損害賠償責任をその職務につき善意でかつ重大な過失がないときは、法令で定められた最
低責任限度額を限度とする責任限定契約を締結する予定であります。

６. 𠮷田之計氏は過去に当社の社外監査役でありました。
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買収防衛策の件

第５号議案 当社株式の大規模買付行為に関する対応策（買収防衛策）の継続の件

　当社は、2008年６月27日開催の第78回定時株主総会において、株主のみなさまのご承認をいた
だき「当社株式の大規模買付行為に関する対応策（買収防衛策）」を導入し、直近では2020年３月
27日開催の第90回定時株主総会の決議により継続しておりますが（以下、継続後の買収防衛策を
「現行プラン」といいます。）、その有効期限は、2023年３月開催予定の第93回定時株主総会（以
下「本定時株主総会」といいます。）終結の時までとなっております。
　当社では、社会・経済情勢の変化、買収防衛策をめぐる諸々の動向や様々な議論の進展を踏まえ、
当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保・向上させるための取組みとして、現行プラン継続の
是非も含めその在り方について引き続き検討してまいりました。
　その結果、2023年２月10日開催の当社取締役会において、本定時株主総会における株主のみなさ
まのご承認を条件に、現行プランを継続（以下、新たに継続するプランを「本プラン」といいま
す。）することを決定いたしましたので、お諮りするものであります。
　継続にあたっては、一部語句の修正・整理を行っておりますが、基本的な内容に変更はございませ
ん。

　承認の対象となる本プランの詳細は下記のとおりです。また、会社の支配に関する基本方針につき
ましては、「事業報告　７．会社の支配に関する基本方針」に記載しておりますのでご参照くださ
い。
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買収防衛策の件

本プランの内容
１. 本プラン導入の目的

　本プランは、会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業
の方針の決定が支配されることを防止するための取組みとして導入するものです。
　当社取締役会は、当社株式に対して大規模な買付行為等が行われた場合に、株主のみなさまが適
切な判断をするために、必要な情報や時間を確保し、買付者等との交渉等が一定の合理的なルール
に従って行われることが、企業価値ひいては株主共同の利益に合致すると考え、以下の内容の大規
模買付時における情報提供と検討時間の確保等に関する一定のルール（以下「大規模買付ルール」
といいます。）を設定することとし、会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって
大規模買付行為がなされた場合の対抗措置を含めた買収防衛策として本プランを導入することとい
たしました。
（本プランの概要につきましては、別紙１をご参照ください。）

２. 本プランの対象となる当社株券等の買付
　本プランの対象となる当社株式の買付とは、特定株主グループ(注1)の議決権割合(注2)を20％以
上とすることを目的とする当社株券等(注3)の買付行為、または結果として特定株主グループの議
決権割合が20％以上となる当社株券等の買付行為とします。（いずれについてもあらかじめ当社
取締役会が同意したものを除き、また市場取引、公開買付等の具体的な買付方法の如何を問いませ
ん。以下、かかる買付行為を「大規模買付行為」といい、かかる買付行為を行う者を「大規模買付
者」といいます。）
注1：特定株主グループとは、
(ⅰ) 当社の株券等（金融商品取引法第27条の23第１項に規定する株券等をいいます。）の保有者

（同法第27条の23第１項に規定する保有者をいい、同条第３項に基づき保有者に含まれる者を
含みます。）およびその共同保有者（同法第27条の23 第５項に規定する共同保有者をいい、同
条第６項に基づく共同保有者とみなされる者を含みます。）または、

(ⅱ) 当社の株券等（同法第27条の２第１項に規定する株券等をいいます。）の買付等（同法第27
条の２第１項に規定する買付等をいい、取引所有価証券市場において行われるものを含みま
す。）を行う者およびその特別関係者（同法第27条の２第７項に規定する特別関係者をいいま
す。）を意味します。
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買収防衛策の件

注2：議決権割合とは、
(ⅰ) 特定株主グループが、注1の(ⅰ)記載の場合は、当該保有者の株券等保有割合（金融商品取引

法第27条の23 第４項に規定する株券等保有割合をいいます。この場合においては、当該保有者
の共同保有者の保有株券等の数（同項に規定する保有株券等の数をいいます。以下同じとしま
す。）も加算するものとします。）をいいます。

(ⅱ) 特定株主グループが、注1の(ⅱ)記載の場合は、当該大規模買付者および当該特別関係者の株
券等所有割合（同法第27条の２第８項に規定する株券等所有割合をいいます。）の合計をいい
ます。各議決権割合の算出に当たっては、総議決権（同法第27条の２第８項に規定するものを
いいます。）および発行済株式の総数（同法第27条の23第４項に規定するものをいいます。）
は、有価証券報告書、半期報告書および自己株券買付状況報告書のうち直近に提出されたものを
参照することができるものとします。

注3：株券等とは、
金融商品取引法第27条の23第１項に規定する株券等または同法第27条の２第１項に規定する株券
等のいずれかに該当するものを意味します。

３. 独立委員会の設置
　本プランを適正に運用し、当社取締役会決定の合理性・公正性を担保するため、独立委員会規定
（概要につきましては、別紙２をご参照ください。）を定めるとともに、独立委員会を設置するこ
とといたしました。独立委員会の委員は３名以上とし、公正で中立的な判断を可能とするため、当
社の業務執行から独立している社外取締役、社外監査役または社外有識者（注）のいずれかに該当
する者の中から選任します。なお、本定時株主総会終結の時以降の独立委員には現委員である当
社、社外取締役の土堤内清嗣氏、社外監査役の𠮷村正機氏の２名と社外有識者として弁護士の𠮷田
之計氏が引き続き就任する予定です。（略歴につきましては別紙３をご参照ください。）大規模買
付者が大規模買付ルールを遵守したか否かの判断、大規模買付行為が当社の企業価値ひいては株主
共同の利益を著しく損なうと認められるか否かの判断、対抗措置の発動不発動の判断、一旦発動し
た対抗措置の停止の判断など、本プランにかかる重要な判断に際しては、当社取締役会は独立委員
会に諮問することとし、当社取締役会は独立委員会の勧告を最大限尊重するものとします。独立委
員会の勧告内容については、その概要を適宜情報開示することとします。
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買収防衛策の件

　なお、独立委員会の判断が、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資するようになされるこ
とを確保するために、独立委員会は、当社の費用で、独立した第三者である専門家（ファイナンシ
ャル・アドバイザー、公認会計士、弁護士、コンサルタントその他の専門家）等の助言を得ること
ができるものとします。
注：社外有識者とは、
経営経験豊富な企業経営者、投資銀行業務に精通する者、弁護士、公認会計士、会社法等を主たる
研究対象とする学識経験者、またはこれらに準ずる者を対象として選任するものとします。

４. 大規模買付ルールの概要
　当社が設定する大規模買付ルールとは、①事前に大規模買付者が当社取締役会に対して、必要か
つ十分な情報を提供し、②当社取締役会による評価検討を受け、対抗措置発動の是非を問う株主総
会が開催される場合には、この株主総会終了後に大規模買付行為を開始する、というものです。そ
の概要は以下のとおりです。
(1) 大規模買付者による当社に対する意向表明書の提出

　大規模買付者が大規模買付行為を行おうとする場合には、大規模買付行為または大規模買付行
為の提案に先立ち、まず、以下の内容等を記載した意向表明書を、当社の定める書式により当社
取締役会に提出していただきます。
①大規模買付者の名称、住所
②設立準拠法
③代表者の氏名
④国内連絡先
⑤提案する大規模買付行為の概要
⑥本プランに定められた大規模買付ルールに従う旨の誓約
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(2) 大規模買付者による当社に対する必要情報の提供
　当社取締役会は、上記(1)、①～⑥までの全てが記載された意向表明書を受領した日から10営
業日以内に、大規模買付者に対して、大規模買付行為に関する情報（以下「必要情報」といいま
す。）として当社取締役会への提出を求める事項について記載した書面（以下「必要情報リス
ト」といいます。）を交付し、大規模買付者には、必要情報リストに従い、必要情報を当社取締
役会に書面にて提出していただきます。
　必要情報の具体的内容は、大規模買付者の属性、大規模買付行為の目的および内容によって異
なりますが、一般的な項目の一部は次のとおりです。
①大規模買付者およびそのグループ（共同保有者および特別関係者を含みます。）の詳細（名

称、事業内容、経歴または沿革、資本構成、財務内容、当社および当社グループの事業と同種
の事業についての経験等に関する情報を含みます。）

②大規模買付行為の目的、方法および内容（大規模買付行為の対価の価額・種類、大規模買付行
為の時期、関連する取引の仕組み、大規模買付行為の方法の適法性、大規模買付行為の実現可
能性等を含みます。）

③大規模買付行為の価格の算定根拠（算定の前提となる事実、算定方法、算定に用いた数値情報
および大規模買付行為に係る一連の取引により生じることが予想されるシナジーの内容を含み
ます。）

④大規模買付行為の資金の裏付け（資金の提供者（実質的提供者を含みます。）の具体的名称、
調達方法、関連する取引の内容を含みます。）

⑤当社および当社グループの経営に参画した後に想定している役員候補（当社および当社グルー
プの事業と同種の事業についての経験等に関する情報を含みます。）、経営方針、事業計画、
資本政策、配当政策、資産活用策等

⑥当社および当社グループの経営に参画した後に予定する、当社および当社グループの取引先、
顧客、従業員等のステークホルダーと当社および当社グループとの関係に関しての変更の有無
およびその内容

　上記に基づき提出された必要情報について当社取締役会が精査した結果、当該必要情報が大規
模買付行為を評価・検討するための情報として必要十分でないと考えられる場合には、当社取締
役会は、大規模買付者に対して必要情報がそろうまで追加的に情報提供を求めることがありま
す。
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買収防衛策の件

　また、大規模買付行為の提案があった事実および当社取締役会に提供された必要情報は、株主
のみなさまの判断のために必要であると認められる場合には、当社取締役会が適切と判断する時
点で、その全部または一部を開示します。
　なお、当社取締役会は、大規模買付行為を評価・検討するための必要十分な必要情報が大規模
買付者から提出されたと判断した場合には、その旨の通知（以下「情報提供完了通知」といいま
す。）を大規模買付者に発送するとともに、独立委員会に対しても必要情報を提出し、その旨を
開示いたします。
　また、当社取締役会が必要情報の追加的な提供を求めたにもかかわらず、大規模買付者から必
要情報の一部について提供がされない場合でも、大規模買付者から必要情報の一部が提供されな
いことについての合理的な説明がある場合には、大規模買付者との情報提供に係る交渉等を終え
ることとし、その旨を公表するとともに下記（３）の大規模買付行為についての評価・検討を開
始する場合があります。

(3) 当社取締役会による必要情報の評価・検討等
　当社取締役会は、大規模買付行為の評価等の難易度に応じ、大規模買付者が当社取締役会に対
し必要情報の提供を完了した後、対価を現金（円貨）のみとする公開買付による当社全株式の買
付の場合は最長60日間またはその他の大規模買付行為の場合は最長90日間を当社取締役会によ
る評価、検討、交渉、意見形成、代替案立案のための期間（以下「取締役会評価期間」といいま
す。）として設定します。評価の結果、対抗措置の実施が必要と判断される場合には、その後
30日以内に株主総会を開催し、株主のみなさまのご意思を確認させていただきます。従って、
大規模買付行為は、株主総会が開催されない場合には取締役会評価期間終了後にのみ、株主総会
が開催される場合にはこの株主総会決議後にのみ開始されるものとします。
　取締役会評価期間中、当社取締役会は、独立委員会に諮問し、また、必要に応じて独立した第
三者である専門家等の助言を受けつつ、提供された必要情報を十分に評価・検討し、独立委員会
からの勧告を最大限尊重した上で、当社取締役会としての意見を慎重にとりまとめ、開示いたし
ます。また、必要に応じ、大規模買付者との間で大規模買付行為に関する条件改善について交渉
し、当社取締役会として株主のみなさまへ代替案を提示することもあります。
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５. 大規模買付行為が実施された場合の対応
(1) 大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場合

　大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しなかった場合には、具体的な買付方法の如何にかか
わらず、当社取締役会は、独立委員会の勧告を最大限尊重した上で、当社の企業価値ひいては株
主共同の利益を守ることを目的として、新株予約権の無償割当等、会社法その他の法律および当
社定款が認める対抗措置をとることにより大規模買付行為に対抗する場合があります。
　具体的にいかなる手段を講じるかについては、その時点で当社取締役会が買収防衛を行うため
必要かつ相当な範囲で、最も適切と当社取締役会が判断したものを、株主総会を開催して株主の
みなさまにご提案し、その過半数の賛意をもって決することといたします。ただし、大規模買付
の進展状況に応じて、取締役会が速やかな実行が不可避と判断した場合には、取締役会決議によ
り実行します。この場合は事後、同時点での現任取締役への信任を確認することを議案とする株
主総会を開催し、株主のみなさまの賛否を確認することといたします。
　当社取締役会が具体的対抗措置の一つとして、新株予約権の無償割当を行う場合の概要は原則
として別紙４に記載のとおりですが、実際に新株予約権の無償割当を行う場合には、議決権割合
が一定割合以上の特定株主グループに属さないことを新株予約権の行使条件とするなど、対抗措
置としての効果を勘案した行使期間およびその他の行使条件を設けることがあります。

(2) 大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合
　大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合には、当社取締役会は、仮に当該大規模買付
行為に反対であったとしても、当該買付提案についての反対意見を表明したり、代替案を提示す
るなど、株主のみなさまを説得するに留め、原則として当該大規模買付行為に対する対抗措置は
とりません。大規模買付者の買付提案に応じるか否かは、株主のみなさまにおいて、当該買付提
案および当社が提示する当該買付提案に対する意見、代替案等をご考慮の上、ご判断いただくこ
とになります。
　ただし、大規模買付ルールが遵守されている場合であっても、当該大規模買付行為が当社に回
復し難い損害をもたらすなど、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なうと判断さ
れる場合には、例外的に当社取締役会は、独立委員会の勧告を最大限尊重し、かつ株主総会の過
半数の賛意を得た上で、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を守ることを目的として、買収
防衛を行うために必要かつ相当な範囲で、上記(1)で述べた対抗措置の発動を決定することがで
きるものとします。
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　具体的には、以下のいずれかの類型に該当すると判断された場合には、当該大規模買付行為は
当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なうと認められる場合に該当するものと考え
ます。
①真に当社グループの経営に参画する意思がないにもかかわらず、ただ株価をつり上げて高値で

当社の関係者に引き取らせる目的で当社株式の買収を行っていると判断される場合（いわゆる
グリーンメーラーである場合）

②当社グループの経営を一時的に支配して当社グループの事業経営に必要な知的財産権、ノウハ
ウ、企業秘密情報、主要取引先や顧客等を大規模買付者やそのグループ会社等に移譲させるな
ど、いわゆる焦土化経営を行う目的で当社株式の買収を行っていると判断される場合

③当社グループの経営を支配した後に、当社グループの資産を大規模買付者やそのグループ会社
等の債務の担保や弁済原資として流用する予定で当社株式の買収を行っていると判断される場
合

④当社グループの経営を一時的に支配して当社グループの不動産、有価証券など高額資産等を売
却等処分させ、その処分利益をもって一時的な高配当をさせるかあるいは一時的高配当による
株価の急上昇の機会を狙って当社株式の高値売り抜けをする目的で当社株式の買収を行ってい
ると判断される場合

⑤大規模買付者の提案する当社株式の買付方法が、いわゆる強圧的二段階買収（最初の買付で当
社株式の全部の買付を勧誘することなく、二段階目の買付条件を不利に設定し、あるいは明確
にしないで、公開買付等の株式買付を行うことをいいます。）など、株主のみなさまの判断の
機会または自由を制約し、事実上、株主のみなさまに当社株式の売却を強要するおそれがある
と判断される場合

⑥大規模買付者による買付後の経営方針等が不十分または不適当であるため、当社グループの事
業の成長性・安定性が阻害され、または顧客および公共の利益に重大な支障をきたすおそれが
あると判断される場合

⑦当社グループの持続的な企業価値増大の実現のため必要不可欠な、従業員、顧客を含む取引
先、債権者などの当社にかかる利害関係者との関係を破壊し、当社の企業価値ひいては株主共
同の利益に反する重大なおそれをもたらす買付である場合

⑧大規模買付者が公序良俗の観点から当社の支配株主として不適切であると判断される場合
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(3) 対抗措置発動の停止等について
　上記(1)または(2)において、当社取締役会が具体的な対抗措置を講ずることを決定した後、当
該大規模買付者が大規模買付行為の撤回または変更を行った場合など、対抗措置の発動が適切で
ないと当社取締役会が判断した場合には、独立委員会の勧告を最大限尊重した上で、対抗措置の
発動の停止等を行うことがあります。
　例えば、対抗措置として新株予約権の無償割当を行う場合、当社取締役会において、無償割当
が決議され、または無償割当が行われた後においても、大規模買付者が大規模買付行為の撤回ま
たは変更を行うなど対抗措置の発動が適切でないと当社取締役会が判断した場合には、独立委員
会の勧告を受けた上で、新株予約権の効力発生日までの間は、新株予約権無償割当等の中止、ま
たは新株予約権無償割当後において、行使期間開始日までの間は、会社による新株予約権の無償
取得の方法により対抗措置発動の停止を行うことができるものとします。
　このような対抗措置発動の停止を行う場合は、独立委員会が必要と認める事項とともに速やか
な情報開示を行います。

６. 本プランによる株主のみなさまに与える影響等
(1) 大規模買付ルールが株主のみなさまに与える影響等

　大規模買付ルールは、株主のみなさまが大規模買付行為に応じるか否かを判断するために必要
な情報や、現に当社の経営を担っている当社取締役会の意見を提供し、株主のみなさまが代替案
の提示を受ける機会を確保することを目的としています。これにより株主のみなさまは、十分な
情報のもとで、大規模買付行為に応じるか否かについて適切な判断をすることが可能となり、そ
のことが当社の企業価値ひいては株主共同の利益の確保につながるものと考えます。従いまし
て、大規模買付ルールの設定は、株主のみなさまが適切な投資判断を行う上での前提となるもの
であり、株主のみなさまの利益に資するものであると考えております。
　なお、上記５．において述べたとおり、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守するか否か等
により大規模買付行為に対する当社の対応方針が異なりますので、株主のみなさまにおかれまし
ては、大規模買付者の動向にご注意ください。
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(2) 対抗措置発動時に株主のみなさまに与える影響
　大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しなかった場合または大規模買付ルールが遵守されて
いる場合であっても、大規模買付行為が当社に回復し難い損害をもたらすなど当社の企業価値ひ
いては株主共同の利益を著しく損なうと判断される場合には、当社取締役会は、当社の企業価値
ひいては株主共同の利益を守ることを目的として、新株予約権の無償割当等、会社法その他の法
律および当社定款により認められている対抗措置をとることがありますが、当該対抗措置の仕組
み上、株主のみなさま（大規模買付ルールを遵守しない大規模買付者および会社に回復し難い損
害をもたらすなど当社株主全体の利益を損なうと認められるような大規模買付行為を行う大規模
買付者を除きます。以下同様の定義で株主のみなさまと表記します。）が法的権利または経済的
側面において格別の損失を被るような事態が生じることは想定しておりません。
　当社取締役会が具体的対抗措置をとることを株主総会にお諮りすることまたは対抗措置をとる
ことを決定した場合は、法令および証券取引所の規則に従って適時適切な開示を行います。
　対抗措置の一つとして、新株予約権の無償割当を実施する場合には、株主のみなさまは引受け
の申込みを要することなく新株予約権の割当を受け、また当社が新株予約権の取得の手続をとる
ことにより、新株予約権の行使価額相当の金銭を払込むことなく当社による新株予約権の取得の
対価として当社株式を受領することになるため、申込みや払込み等の手続は必要となりません。
ただし、この場合当社は、新株予約権の割当を受ける株主のみなさまに対し、別途ご自身が大規
模買付者でないこと等を誓約する当社所定の書式による書面のご提出を求めることがあります。
　なお、独立委員会の勧告を受けて、当社取締役会の決定により当社が当該新株予約権の発行の
中止または発行した新株予約権の無償取得を行う場合には、当該新株予約権の無償割当を受ける
べき株主が確定した後（権利落ち日以降）に当社株式の価値の希釈化が生じることを前提にして
売却等を行った株主または投資家のみなさまは、株価の変動により相応の損害を被る可能性があ
ります。
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７. 本プランの適用開始、有効期限および廃止
　本プランは、本定時株主総会の決議をもって同日より発効することとし、有効期限は2026年３
月開催予定の当社定時株主総会終結の時までとします。以降、本プランの継続（一部修正した上で
の継続を含む）については定時株主総会において承認可決を得ることとします。
　ただし、本プランは、本定時株主総会において承認可決され発効した後であっても、①当社株主
総会において本プランを廃止する旨の決議が行われた場合、②当社取締役会により本プランを廃止
する旨の決議が行われた場合には、その時点で廃止されるものとします。
　また、本プランの有効期間中であっても、企業価値ひいては株主共同の利益の向上の観点から随
時見直しを行い、当社株主総会の承認可決を得て本プランの変更を行うことがあります。なお、当
社取締役会は、本プランの有効期間中に、本プランに関する法令、証券取引所の規則等の新設また
は改廃が行われ、かかる新設または改廃を反映するのが適切である場合または誤字脱字等の理由に
より字句の修正を行うのが適切である場合に限り、株主のみなさまに不利益を与えない場合には、
独立委員会の賛同を得た上で、本プランを修正または変更する場合があります。
　以上のように、当社取締役会が本プランについて継続、変更、廃止等の決定を行った場合には、
その内容につきまして速やかに開示します。

以 上
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（別紙１）本プランの概要

大規模買付者

大規模買付ルールを遵守した場合

大規模買付ルール

大規模買付者から意向書の提出

取締役会から必要情報リストの提出

大規模買付者から必要情報の提出

取締役会評価期間
60日または90日

・買収提案の評価、検討
・代替案の立案
・大規模買付者との交渉

対抗措置発動
不発動の判断

企業価値ひいて
は株主共同の利
益を著しく毀損
する場合

対抗措置不発動

大規模買付ルールを遵守しない場合

意向表明書が提出されていない

必要情報が提出されていない

評価期間中、総会前の買付行為

諮問
勧告

独立
委員会

諮問
勧告 取締役会

取締役会評価期間後30日以内
株主総会

対抗措置の発動
※

※総会決議を経ずに発動の場合は、事後、当該経営判断に関して株主の
賛意を確認するべく、同時点の取締役の信任を株主総会にて確認

（注）本図はあくまでもイメージであり、本プランの詳細につきましては本文をご参照ください。
以 上
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（別紙２）独立委員会規定の概要

１. 独立委員会の設置
　独立委員会は当社取締役会の決議により大規模買付行為への対抗措置の発動等に関する取締役会
の恣意的判断を排し、その客観性、公正さおよび合理性を担保することを目的として設置される。

２. 独立委員会の構成
　独立委員会の委員は３名以上とし、公正で中立的な判断を可能とするため、当社の業務執行から
独立している社外取締役、社外監査役または社外有識者のいずれかに該当する者の中から、当社取
締役会が選任する。独立委員の業務執行からの独立に関しては、本人または３親等以内の血縁者が
過去３年以内に当社従業員または取締役としての業務経験が無く、かつ任期中および退任後３年以
内に本人または同様の近親者が当社の業務に従事する予定が無いことを条件とする。また社外有識
者とは、経営経験豊富な企業経営者、投資銀行業務に精通する者、弁護士、公認会計士、会社法等
を主たる研究対象とする学識経験者、またはこれらに準ずる者をいう。

３. 独立委員会への委任事項
　独立委員会は、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守したか否かの判断、大規模買付行為が当
社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なうと認められるか否かの判断、対抗措置の発動
不発動の判断、一旦発動した対抗措置の停止の判断など、当社取締役会から諮問のある事項につい
て、原則としてその決定の内容を、その理由および根拠を付して当社取締役会に対して勧告する。
なお、独立委員会の各委員は、こうした決定にあたっては、当社の企業価値ひいては株主共同の利
益に資するか否かの観点からこれを行うこととする。

４. 独立委員会による外部専門家利用
　独立委員会は、当社の費用で、独立した第三者である専門家（ファイナンシャル・アドバイザ
ー、公認会計士、弁護士、コンサルタントその他の専門家）等の助言を得ることができるものとす
る。

５. 独立委員会の決議
　独立委員会は３名以上の出席を持って成立とし、独立委員会の決議は、出席した委員の過半数を
もってこれを行う。

以 上
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    1989年    4 月 弁護士登録　久保井総合法律事務所入所
    1993年    4 月 𠮷田之計法律事務所開設（現）
    2003年    6 月 当社社外監査役
    2011年    6 月 当社社外監査役　退任
    2013年    4 月 大阪弁護士会副会長
    2014年    3 月 大阪弁護士会副会長　退任

    1973年    4 月 株式会社三和銀行（現 株式会社三菱ＵＦＪ銀行）入行
    1998年    5 月 同行東京営業本部第二部長
    2002年    1 月 ＵＦＪスタッフサービス株式会社

（現　三菱ＵＦＪ人事サービス株式会社）代表取締役
    2004年    4 月 株式会社ソフト９９コーポレーション　入社

管理本部長兼人事企画室長
    2004年    6 月 同社　取締役 管理本部長兼人事企画室長
    2005年    6 月 同社　常務取締役 マーケティング本部長兼管理本部長兼人事企画室長
    2008年    4 月 同社　専務取締役
    2010年    6 月 同社　退任
    2011年    6 月 当社社外監査役
    2015年    6 月 当社社外取締役（現任）

    2003年    10月 あずさ監査法人（現　有限責任 あずさ監査法人）入所
    2008年    10月 株式会社ＫＰＭＧ　ＦＡＳ　入社
    2013年    1 月 ビジネスアスリーツ株式会社　代表取締役（現任）

2014年    6 月 バリューアディッド・ジャパン株式会社　取締役
    2016年    10月 株式会社フルジェンテ　代表取締役（現任）
    2017年    7 月 内藤証券株式会社　社外監査役（現任）
    2019年    6 月 当社社外監査役（現任）

（別紙３）独立委員会委員の略歴

本プラン継続後の独立委員会の委員は、以下の３名を予定しております。

𠮷田　之計
略歴

土堤内　清嗣
略歴

𠮷村　正機
略歴

上記の各委員予定者と当社との間には特別な利害関係はありません。
なお、社外取締役土堤内清嗣氏および社外監査役𠮷村正機氏は東京証券取引所の定めに基づく独立役
員として届け出ております。

以 上
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（別紙４）新株予約権無償割当の概要

１. 新株予約権無償割当の対象となる株主およびその割当方法
　当社取締役会で定める割当期日における最終の株主名簿に記録された株主に対し、その所有する
当社普通株式（ただし、当社の所有する当社普通株式を除く。）１株につき１個の割合で新たに払
込みをさせないで新株予約権を割当てる。

２. 新株予約権の目的となる株式の種類および数
　新株予約権の目的となる株式の種類は当社普通株式とし、新株予約権１個当たりの目的となる株
式の数は１株とする。ただし、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、所要の調整を行うも
のとする。

３. 株主に割当てる新株予約権の総数
　当社取締役会が定める割当期日における当社発行可能株式総数から当社普通株式の発行済株式総
数（当社の所有する当社普通株式を除く。）を減じた数を上限とする。当社取締役会は、複数回に
わたり新株予約権の割当を行うことがある。

４. 各新株予約権の行使に際して出資される財産およびその価額
　各新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、その価額は１円以上で当社取締役会が
定める額とする。なお、当社取締役会が新株予約権を取得することを決定した場合には、行使価額
相当の金額を払い込むことなく、当社による新株予約権の取得の対価として、株主に新株を交付す
ることがある。

５. 新株予約権の譲渡制限
　新株予約権の譲渡による当該新株予約権の取得については、当社取締役会の承認を要する。

６. 新株予約権の行使条件
　大規模買付者を含む特定株主グループに属する者（ただし、あらかじめ当社取締役会が同意した
者を除く。）は、新株予約権を行使できないものとする。詳細については、当社取締役会が別途定
めるものとする。

７. 新株予約権の行使期間等
　新株予約権の割当がその効力を生ずる日、行使期間、取得条項その他必要な事項については、当
社取締役会が別途定めるものとする。なお、取得条項については、上記６．の行使条件のため新株
予約権の行使が認められない者以外の者が有する新株予約権を当社が取得し、新株予約権１個につ
き当社取締役会が別途定める株数の当社普通株式を交付することができる。なお、新株予約権の行
使が認められない者が保有する新株予約権を当社が取得する場合、その対価としての現金の交付は
行わないこととする。詳細については、当社取締役会において別途定めるものとする。

以 上
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事業の経過およびその成果

1. 企業集団の現況に関する事項
(1) 事業の経過およびその成果
　当連結会計年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の変異株拡大により一時的
に停滞はみられたものの、行動制限の緩和などにより個人消費は持直し、企業収益も増加するな
ど緩やかな回復基調で推移いたしました。原料となる板紙出荷量も回復基調が継続しておりま
す。しかし、一方では更なる資源高や円安による原材料価格の高騰など、景気の先行きは不透明
な状況にあります。海外においても、引続きロシア・ウクライナ情勢の長期化による安全保障問
題、資源価格の高騰、高インフレなど、先行き不透明感は増大しております。中国では特に活動
制限による個人消費の下押しで経済成長率の伸び悩みとなったゼロコロナ政策の撤廃により景気
は回復に向かうものの、下振れリスクは残っております。
　このような状況の中、当社グループでは、「包装を通じて社会に奉仕します」の社是に則り、
「優秀な製品」「確実な納品」「適正な価格」でお客様に信頼していただける受注活動を進めて
おります。当社グループ一体でお客様への供給責任を果たすべく、各部門で従来からの課題の解
決に取り組むとともに部門相互で連携を強化しております。生産環境の改善に努め、全社一体と
なってお客様と締結した品質契約と個別契約の要求基準を満たす製品を生産し、確実な納品を徹
底しております。
　また、当社グループでは、ＥＳＧを経営の根幹に据え、事業を通じて社会的課題の解決を図る
よう努めております。単に利益を求めるのみではなく、「包装を通じて社会に奉仕する」ことを
愚直に追い求め、ＥＳＧを重視した経営を実践することで、更なる企業価値の向上と持続的成長
を目指しております。その中で、環境への取組みとしては、包装業界の先駆者として、脱プラス
チック・省資源・易廃棄などのパッケージを開発・促進し、再生利用による循環型社会に貢献す
るＳＤＧｓ実践企業を目指して、環境方針を制定し行動しております。エネルギーと素材をより
無駄なく製品化することで環境負荷を低減すべく、故紙の削減にも努めております。持続可能な
調達を推進するお客様の要求に応えるべく、環境に配慮したパッケージの設計を提案するととも
に、森林認証紙の使用にも対応し、使用原紙重量比でおよそ90％が認証紙となっております。知
的財産への投資等に関しては、デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）開発の第一歩として
グローバルスタンダードで標準化されたＥＲＰパッケージの導入とそのオペレーションのトレー
ニングを進め、2022年７月から稼働いたしました。この一連の取組みは、自分の仕事に対するイ
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売上高
第92期

2021年12月期

16,147百万円
　

前年同期比
5.6%増

　

第93期
2022年12月期

17,059百万円
　　

営業利益
第92期

2021年12月期

170百万円
　

前年同期比
176.1%増

　

第93期
2022年12月期

468百万円
　 　

経常利益
第92期

2021年12月期

185百万円
　

前年同期比
164.5%増

　

第93期
2022年12月期

490百万円
　　

親会社株主に帰属する当期純利益
第92期

2021年12月期

136百万円
　

前年同期比
143.2%増

　

第93期
2022年12月期

331百万円
　 　

ノベーションや新しい知識を取り入れて全従業員の70％を技術者に成長させていくために相応の
人員と工数を費やす人的資本への教育投資として位置付けております。このほか、従業員の健康
状況に関しては、日々情報を収集し、全社で共有しております。新型コロナウイルス感染症に対
しては、すべてのステークホルダーへの安全安心を最優先に、従業員とその家族への消毒の徹底
をはじめとした感染対策の指導、工場内への入場制限、職場環境対策、時差出勤など、現状に合
わせて人への安全確保を第一とした各種感染症拡大防止策の励行を徹底しております。

　その結果、当連結会計年度の業績は次のとおりであります。

　部門別の営業の概況は、次のとおりであります。
〈印刷紙器部門〉
　当部門は当社グループの主力部門で、菓子、食品、石鹸洗剤、日用雑貨品等の消費財用カートンが含
まれておりますが、その売上高は155億３千６百万円となりました。これは、前年同期比4.7％増であ
ります。

〈プラスチック包材部門〉
　当部門には、複合成型容器およびフィルム包材が含まれておりますが、その売上高は13億４千５百
万円となりました。これは、前年同期比10.2％増であります。

〈その他の部門〉
　当部門には、内容物を自動包装する包装システム機械およびその他の諸売上が含まれておりますが、
その売上高は１億７千８百万円であります。
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資金調達等についての状況、直前三事業年度の財産および損益の状況

(2) 資金調達等についての状況
①　資金調達

　当連結会計年度は、当社グループの所要資金のために、金融機関からの長期借入により400百万
円の資金調達を行い、長期借入金656百万円の返済を行いました。

②　設備投資
　当連結会計年度中の設備投資はおよそ２億円で、その主なものは、グループ各社印刷紙器製造設
備および古林紙工株式会社のＥＲＰパッケージ関連であります。

区　分
第 90 期

2019.４.１～
2019.12.31

第 91 期
2020.１.１～
2020.12.31

第 92 期
2021.１.１～
2021.12.31

第 93期
2022.１.１～
2022.12.31

売 上 高 14,653,411 16,799,923 16,147,085 17,058,682
親会社株主に帰属する当期純利益 525,446 11,742 135,966 330,701
１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 481円95銭 10円68銭 123円25銭 299円69銭
総 資 産 18,705,795 17,510,025 17,007,207 17,014,131
純 資 産 9,585,692 8,859,098 8,430,165 8,577,279

(3) 直前三事業年度の財産および損益の状況
（単位：千円）

（注）１. １株当たり当期純利益は期中平均発行済株式総数に基づき算出しております。なお、期中平均発行済株式総数は自己
株式を控除して算出しております。

２. 第90期より決算日を３月31日から12月31日に変更いたしました。これに伴い、経過期間となる第90期は、当社なら
びに３月決算であった連結対象会社は2019年４月１日から2019年12月31日までの９か月間を、12月決算であった
連結対象会社は2019年１月１日から2019年12月31日までの12か月間を連結対象期間とする変則的な決算となって
おります。

３. 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年3月31日）等を第93期の期首から適用しており、第
93期に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値となっております。
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対処すべき課題

(4) 対処すべき課題
当社グループでは、新型コロナウイルス感染症に対して、すべてのステークホルダーへの安全安心

を最優先に、現状に合わせて引続き各種感染症拡大防止策の励行を徹底してまいります。加えて、Ｅ
ＳＧ（環境・社会・ガバナンス）を経営の根幹に据え、事業を通じて社会的課題の解決を図るよう努
めてまいります。単に利益を求めるのみではなく、「包装を通じて社会に奉仕する」ことを愚直に追
い求め、ＥＳＧを重視した経営を実践することで、更なる企業価値の向上と持続的成長を目指して、
以下の課題に取り組んでまいります。

①　受注活動
当社グループを取り巻く環境は、新型コロナウイルス感染症拡大により、従来の形態から大きく

変わってきております。市場の変化をどのように認識し、受注につながる提案をするかが課題であ
ります。これを克服するため、今後伸ばしていくターゲット市場を明確化するとともに、行動計画
をベースにした活動を目指してまいります。
受注活動では、営業部門はお客様のニーズと要求品質に関わる情報の入手に注力し提案してまい

ります。設計技術部門は生産・品質の最適性を設計してまいります。製造技術部門は品質、供給責
任、コストの運営管理を行ってまいります。営業・技術部門が協力してお客様の要求される品質を
設計してまいります。原材料価格、エネルギー価格などのコストが高騰している中、このモノづく
りに係る対価と設計をはじめとしたコトに係る付加価値についてお客様に評価いただけるように進
めてまいります。
営業部門と技術部門が協力して設計したものを購買・生産部門は最適な生産プロセスに沿って、

全社一体となってお客様と締結した個別契約の要求基準を満たすべく、製品を生産してまいりま
す。工場・拠点においては、お客様の満足度を高めるべく、現場の防虫対策をハード面で一層進め
て衛生的な製品を生産し、品質については品質保証部門がお客様との折衝を密にして要求品質を把
握・行動し、顧客ニーズを余さず受け取ることで対応してまいります。でき上がった製品は決めら
れた納期、数量での確実な納品を徹底してお客様に評価いただけるよう進めてまいります。

②　生産体制
製造スキルの向上については、製造技術部門において、さまざまな分野から高いレベルの技術・

知識を吸収して社内に移植してまいります。製造・販売・管理部門間のコミュニケーションを密に
し、人員の配置、各設備の最大キャパシティで稼働できる体制に整備してまいります。
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対処すべき課題

管理業務に関しては、ＤＸに向けてグローバルスタンダードで標準化されたＥＲＰパッケージ導
入に向けてオペレーションのトレーニングを行い、2022年７月から稼働いたしました。この取組
みは、自分の仕事に対するイノベーションや新しい知識を取り入れて全従業員の70％を技術者に
成長させていくために相応の人員と工数を費やす人的資本への教育投資として位置付けておりま
す。生産設備からの情報自動連係による生産情報のリアルタイムでの見える化、プロセスのデジタ
ライゼーションへと段階を踏んで完成させ、ＤＸにつなげてまいります。
今後、生産量の増加と生産環境の改善を見据えて、プラント技術部門が主導して、工場・拠点の

強化を進めてまいります。工場・拠点を体系的に結合させ、スマートファクトリー化を構築してま
いります。

③　コーポレート・ガバナンス体制の強化
当社グループはコンプライアンスの徹底を最重要課題と位置付けております。実効性のあるコー

ポレート・ガバナンス体制を構築してまいります。経営監視機能としては独立性の高い社外取締役
２名と社外監査役２名(弁護士、公認会計士各１名)を独立役員として選任しております。弁護士資
格を有した社内取締役を選任し、取締役会の透明性の向上および監督機能の強化を図っておりま
す。

④　人財（人材）の育成
事業の継続的発展には人財の確保と成長が課題であり、人財育成、社内環境整備に係る方針を整

備してまいります。「変化対応力」を備えた次世代経営幹部の育成に向けて各拠点に配置を行い、
職務の執行に責任を持たせることで経営者マインドを育成してまいります。これにより、いかなる
状況にも対応でき得る経営基盤を築いてまいります。
また、当社グループは従来から男性従業員の多い状況にありました。これを打開し、男女関係な

く働ける職場づくりを推進し、女性従業員を増やす取組みを進めてまいりました。特に営業部門で
の女性従業員の比率の向上を目指し、35％程度となりました。さらに管理者への育成に向けて内
部教育と環境づくりを進めてまいります。
評価および登用については、年功序列型からジョブ型の報酬への移行、国籍・性別・年齢・入社

形態を意識しない管理職への登用を含めた人事などを柔軟に取り入れたものに変革を進めてまいり
ます。
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主要な事業内容、主要な営業所および工場ならびに使用人の状況

印刷紙器 商品包装用紙器、贈答用進物函等の製造、販売
プラスチック包材 樹脂フィルム・金属箔等を素材とする包材、合成樹脂等による複合成型容器の

製造、販売
その他 包装システム機械の輸出入ならびに製造、販売

(5) 主要な事業内容

使用人数 前連結会計年度末比増減

567名 16名減

(6) 主要な営業所および工場ならびに使用人の状況
①　当社の主要な事業所
イ　本社　　大阪市
ロ　営業所　東京（東京都中央区）、大阪（大阪市）、和歌山（和歌山市）、名古屋（愛知県犬山

市）
ハ　工場　　戸塚（横浜市）、藤井寺（大阪府藤井寺市）、滝野（兵庫県加東市）、和歌山（和歌

山市）

②　子会社
複合工業株式会社（愛知県犬山市）、ライニングコンテナー株式会社（茨城県猿島郡）、上海古
林国際印務有限公司（中国上海市）、古林包装材料製造（上海）有限公司（中国上海市）、台湾
古林股份有限公司（台湾新北市）

③　使用人の状況
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重要な親会社および子会社の状況、主要な借入先、その他企業集団の現況に関する重要な事項

会　社　名 資　本　金 出資比率 主要な事業内容

複 合 工 業 株 式 会 社 75,000千円 100.0％ 印刷、加工紙の製造・販売

ライニングコンテナー株式会社 100,000千円 100.0 容器関連の製造・販売

台 湾 古 林 股 份 有 限 公 司 20,000千台湾ドル 80.0 印刷紙器関連の製造・販売

上 海 古 林 国 際 印 務 有 限 公 司 58,050千人民元 60.0 印刷紙器関連の製造・販売

古林包装材料製造（上海）有限公司 2,070千人民元 100.0 印刷紙器関連の製造・販売

(7) 重要な親会社および子会社の状況
①　親会社との関係
　該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

借　入　先 借　入　額

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 655,000

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 620,000

株 式 会 社 り そ な 銀 行 362,500

(8) 主要な借入先
（単位：千円）

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項
　該当事項はありません。

34



2023/02/28 9:35:12 / 22942038_古林紙工株式会社_招集通知_電子提供措置用

株式に関する事項

(1) 発行可能株式総数 6,000,000株

(2) 発行済株式の総数 1,776,820株

(3) 株主数 831名

株　主　名 持　株　数 持株比率

株式会社アダチメディカルレンタルリース 83千株 7.49％

光 通 信 株 式 会 社 82 7.39

古 林 敬 碩 61 5.48

明 治 安 田 生 命 保 険 相 互 会 社 60 5.41

レ ン ゴ ー 株 式 会 社 42 3.79

古 林 雅 敬 40 3.61

古 林 昭 子 40 3.58

D B S  B A N K  L T D . 7 0 0 1 5 2 27 2.40

丸 三 証 券 株 式 会 社 26 2.32

古 林 楯 夫 25 2.26

2. 株式に関する事項

(4) 大株主（上位10名）

（注）１．当社は、自己株式（668,278株）を保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
２．持株比率は自己株式を控除して計算しております。

(5) 当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に対し交付した株式の状況
当事業年度中に職務の執行の対価として交付された株式は、取締役４名（社外取締役を除く。）に

対し、7,900株です。
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新株予約権等に関する事項

第２回新株予約権
発行決議日 2015年６月26日
新株予約権の数 12個

新株予約権の目的となる株式の種類と数 普通株式
（新株予約権１個につき

1,200株
100株）

新株予約権の払込金額 新株予約権１個当たり 166,000円

新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 新株予約権１個当たり
（１株当たり

1,000円
10円）

権利行使期間 2015年７月18日から
2025年７月17日まで

行使の条件

(1) 新株予約権者は、下記（2）の場合を除き、新株
予約権の割当日の翌日から３年間の期間は新株予
約権を行使できないものとする。

(2) 新株予約権者は、当社の取締役の地位を喪失した
場合に限り、（1）の規定にかかわらず、地位喪
失の日の翌日から上記新株予約権の行使期間の満
了日まで新株予約権を行使できるものとする。

役員の
保有状況

取締役
（社外取締役を除く）

新株予約権の数
目的となる株式数
保有者数

6個
600株

1名

社外取締役
新株予約権の数
目的となる株式数
保有者数

－個
－株
－名

監査役
新株予約権の数
目的となる株式数
保有者数

－個
－株
－名

3. 新株予約権等に関する事項
　当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状況
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会社役員に関する事項

(1) 取締役および監査役の状況（2022年12月31日現在）

地　位 氏　名 担当および重要な兼職の状況

代 表 取 締 役
会 長 兼 社 長
社 長 執 行 役 員

古 林 敬 碩

複合工業株式会社代表取締役
ライニングコンテナー株式会社代表取締役
台湾古林股份有限公司董事長
上海古林国際印務有限公司董事長
古林紙工（上海）有限公司董事長
古林包装材料製造（上海）有限公司董事長

取 締 役
副 社 長 執 行 役 員 古 林 雅 敬 生産本部長　品質保証部管掌　ＤＸ担当

取 締 役 古 林 能 敬 内部監査担当 兼 法務担当
弁護士

取 締 役
執 行 役 員 大 石 　 勉 技術本部長

取 締 役 土 堤 内 　 清 　 嗣

取 締 役 中 西 克 誠

監 査 役 （ 常 勤 ） 桑 田 哲 夫

監 査 役 鈴 木 節 男 弁護士

監 査 役 𠮷 村 正 機 公認会計士

4. 会社役員に関する事項

（注）１. 取締役 土堤内清嗣および中西克誠の両氏は、社外取締役であります。
２. 監査役 鈴木節男および𠮷村正機の両氏は、社外監査役であります。
３. 取締役 土堤内清嗣および中西克誠、監査役 鈴木節男および𠮷村正機の各氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員

として指定し、同取引所に届け出ております。
４. 監査役 鈴木節男氏は弁護士としての専門的な知識・経験を有されております。
５. 監査役 𠮷村正機氏は公認会計士としての財務および会計に関する高度な専門知識・経験と企業経営者としての豊富な

経験・見識を有されております。
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会社役員に関する事項

区　分 報酬等の総額
（千円）

報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる
役員の員数

（名）基本報酬 業績連動報酬等 非金銭報酬等

取 締 役
（うち社外取締役）

164,877
（7,200）

140,580
（7,200）

14,580
（－）

9,717
（－）

６
（２）

監 査 役
（うち社外監査役）

11,700
（5,700）

11,700
（5,700）

－
（－）

－
（－）

３
（２）

合 計
（うち社外役員）

176,577
（12,900）

152,280
（12,900）

14,580
（－）

9,717
（－）

９
（４）

(2) 責任限定契約に関する事項
　当社と各社外役員は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を
その職務につき善意でかつ重大な過失がないときは、法令で定められた最低責任限度額を限度とする責
任限定契約を締結しております。

(3) 役員等賠償責任保険契約の内容の概要等
　当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結して
おります。当該保険契約の被保険者の範囲は当社および子会社の取締役および監査役であり、被保険者
は保険料を負担しておりません。当該保険契約により被保険者の損害賠償金・争訟費用等の損害が塡補
されることとなります。ただし、故意または重過失に起因する損害賠償請求は、上記保険契約により塡
補されません。

(4) 取締役および監査役の報酬等
①　当事業年度に係る報酬等の総額

（注）１. 取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
２. 上表の非金銭報酬等の総額は、当事業年度に係る譲渡制限付株式報酬の費用計上額であります。
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会社役員に関する事項

②　業績連動報酬等に関する事項
　業績連動報酬等に係る指標は連結EBITDAであり、当社グループの業績の状況を示すものとして
構成しております。業績連動報酬等の額の決定方法は、連結EBITDAに基準率をかけた数を総合的
に勘案し決定しております。当事業年度における業績連動報酬等に係る指標の目標は926百万円、
実績は647百万円となりました。

③　非金銭報酬等の内容
　非金銭報酬等の内容は当社の株式であり、割当ての際の条件等は「④　取締役および監査役の報
酬等についての株主総会の決議に関する事項」のとおりであります。

④　取締役および監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
　当社の役員の報酬等に関する株主総会の決議年月日は2013年６月27日であり、取締役の報酬額
は年額300百万円以内としております。合わせて監査役の報酬額は年額方式に変更し、年額50百
万円以内としております。取締役の報酬額には使用人兼務取締役の使用人分給与を含みません。当
該株主総会終結時点の員数は取締役７名、監査役３名であります。
　また、社外取締役を除く取締役（以下、「対象取締役」という。）に対して、2020年３月27日
開催の第90回定時株主総会の承認を得て、譲渡制限付株式報酬制度を導入しております。当該報
酬額は上記の報酬限度額とは別枠とし、年額60百万円以内としております。対象取締役に対して
発行または処分される譲渡制限付株式は、当社の普通株式とし、各事業年度に係る定時株主総会の
日から１年以内の間に発行または処分される普通株式の総数は年20千株以内としております。当
該株主総会終結時点の対象取締役の員数は４名であります。

⑤　役員報酬等の内容の決定に関する方針等
イ　基本方針

　当社の役員の報酬等については、株主総会で決議された年間報酬額の範囲内で、貢献度や業績
評価を基準として総合的に勘案して決定しております。当社は、2021年３月17日開催の取締役
会において、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針を決議しております。当該取締役会
の決議に際しては、あらかじめ決議する内容について指名・報酬委員会へ諮問し、答申を受けて
おります。
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会社役員に関する事項

　また、取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、報酬等の内容の決定
方法および決定された報酬等の内容が取締役会で決議された決定方針と整合していることや、指
名・報酬委員会からの答申が尊重されていることを確認しており、当該決定方針に沿うものであ
ると判断しております。

ロ　非金銭報酬等に関する方針
　非金銭報酬等の内容は当社の株式であり、対象取締役の報酬と株式価値との連動性をより一層
強めることにより、対象取締役に当社の企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを与える
とともに、対象取締役と株主のみなさまとの一層の価値共有を進めることを目的として、譲渡制
限付株式報酬制度を導入しております。割当ての際の条件等は「④　取締役および監査役の報酬
等についての株主総会の決議に関する事項」のとおりであります。

ハ　報酬等の付与時期や条件に関する方針
　金銭報酬は月例の固定報酬とし、非金銭報酬等は株主総会決議をもって事業年度終了後２か月
以内に年１回支給いたします。

ニ　報酬等の決定の委任に関する方針
　取締役会の任意の諮問機関として指名・報酬委員会を設置しております。指名・報酬委員会は
取締役会の諮問に応じて、取締役の報酬等に係る事項について審議し、答申いたします。

⑥　取締役の個人別の報酬等の決定に係る委任に関する事項
　取締役会は、代表取締役会長兼社長古林敬碩氏に対し各取締役の基本報酬の額および社外取締役
を除く各取締役の担当部門の業績等を踏まえた報酬の評価配分の決定を委任しております。委任し
た理由は、当社全体の業績等を勘案しつつ各取締役の担当部門について評価を行うには代表取締役
が適していると判断したためであります。なお、委任された内容の決定にあたっては、事前に指
名・報酬委員会がその妥当性等について確認しております。
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区　分 氏　名 出席状況、発言状況および
社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

取 締 役 土 堤 内 　 清 　 嗣
　当事業年度に開催された18回の取締役会すべてに出席
し、金融機関で培われた専門知識と会社役員としての豊富
な経験と見識から、必要に応じ適切な助言、提言等の意見
表明を行っております。

取 締 役 中 西 克 誠
　当事業年度に開催された18回の取締役会すべてに出席
し、会社役員としての豊富な経験と見識から、必要に応じ
適切な助言、提言等の意見表明を行っております。

監 査 役 鈴 木 節 男
　当事業年度に開催された18回の取締役会すべてに出席
し、10回の監査役会すべてに出席し、主に弁護士としての
専門的見地から、必要に応じ適切な助言、提言等の意見表
明を行っております。

監 査 役 𠮷 村 正 機

　当事業年度に開催された18回の取締役会すべてに出席
し、10回の監査役会すべてに出席し、主に公認会計士とし
ての専門的見地と企業経営者としての豊富な経験と見識か
ら、必要に応じ適切な助言、提言等の意見表明を行ってお
ります。

(5) 社外役員に関する事項
①　他の法人等の重要な兼職の状況および当社と当該他の法人等との関係

該当事項はありません。

②　当事業年度における主な活動状況
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会計監査人に関する事項

(1) 名称 ネクサス監査法人

支　払　額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 22,800千円

当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 22,800千円

5. 会計監査人に関する事項

(2) 報酬等の額

（注）１. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額
を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載
しております。

２. 監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況および報酬見積りの算出根拠等が適切であるか
どうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

３. 当社の重要な子会社のうち、海外子会社２社については、当社の会計監査人以外の監査法人（外国におけるこれらの
資格に相当する資格を有する者を含む）の監査を受けております。

(3) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、株主
総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定いたします。
　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監査役
全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後
最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨およびその理由を報告いたします。
　なお、上記には事業年度中における方針を記載しております。
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業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要

6. 業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況
1. 業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要
　取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の適
正を確保するための体制につきましては、以下のとおりであります。

(1) 当社およびグループ会社の取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを
確保するための体制
①当社およびグループ会社の取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合し、かつ
社会的責任を果たすため、コンプライアンス・マニュアルを作成し、企業行動憲章、行動基準
等を定め、当社およびグループ会社の取締役および使用人に配布の上研修会等を実施し、周知
徹底することにより、コンプライアンスの知識を高め、企業倫理を尊重する意識を醸成する。

②当社の取締役会の下にコンプライアンス委員会を置き、当社の代表取締役社長を委員長とす
る。また、その実行を図るため、事務局を設置し、当社の執行役員総務部長をその責任者とす
る。

③当社およびグループ会社における法令上疑義のある行為について、使用人が直接通報する窓口
を設置し運用する。

④当社およびグループ会社では、反社会的勢力との関係は法令等違反に繋がるものと認識し、そ
の取引は断固拒絶すべく、常に重点項目として対応策を講じる。

(2) 当社およびグループ会社の取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
当社およびグループ会社は、取締役の重要な意思決定または取締役に対する重要な報告に関し
ては、必要に応じて10年間は閲覧可能な状態を維持することとする。

(3) 当社およびグループ会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
①当社およびグループ会社の損失の危険を管理するため、当社の取締役会の下に委員会として
ISO（品質・環境）実施委員会やJ-SOX推進委員会等を置き、当社の代表取締役社長を委員長
とする。

②当社およびグループ会社では、各委員会にて、全社的な観点から損失の危険を管理するためコ
ンプライアンス・マニュアルをはじめとした文書等を制定し、運用を行う。

③当社およびグループ会社の各事業部門は、それぞれの部門に関する損失の危険を管理する。当
社およびグループ会社の各事業部門の責任者は、定期的にその管理の状況を執行役員会や各委
員会に報告する。
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業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要

(4) 当社およびグループ会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
①当社およびグループ会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
の基礎として、当社およびグループ会社は取締役会を月１回開催するほか、必要に応じて適宜
臨時に開催するものとする。

②当社およびグループ会社の経営方針および経営戦略に係る策定・承認・執行報告について、取
締役会で議論を行い、相互牽制を行う。

③当社およびグループ会社では、事業計画を定め、会社として達成すべき目標を明確にするとと
もに、取締役会規定等を見直し、取締役の役割分担を明確にしていく。

④当社およびグループ会社の取締役会の決定に基づく業務執行については、業務分掌規定等にお
いてそれぞれの責任者およびその責任、執行手続きを定めるものとする。

(5) 当社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
①企業集団全体としては、企業行動憲章、行動基準を含めた内部統制体制を共有し、当社の内部
監査室が主体となり遵守状況の報告および内部監査の実施による指導体制の構築に努める。

②当社およびグループ会社においては業務の適正を確保するべく、当社の内部監査室が主体とな
り遵守状況の報告、内部監査および会社法上要請される内部統制の有効性に関する監査の連携
を保つ。

③グループ内取引の公正性を保持するため、グループ内取引については、必要に応じてコンプラ
イアンス委員会で審査する。

(6) 財務報告の信頼性を確保するための体制
当社およびグループ会社は、財務報告に係る内部統制に対応するため、金融商品取引法に基づ
いた全社的な内部統制および業務プロセスに係る内部統制等を整備しております。

(7) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項
および当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項
①監査役が補助する使用人を求めた場合、監査役室に必要な人員を配置する。
②任命を受けた使用人は監査役の指示に従い、監査上必要な情報の収集の権限を持って業務を行
う。
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業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要

(8) 前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項
①監査役室の使用人の人事異動、懲戒等に関しては、監査役会の事前の同意を得るものとする。
②前項の使用人の人事評価については、常勤監査役が行うものとする。

(9) 当社およびグループ会社の取締役および使用人またはこれらの者から報告を受けた者が当社の監
査役に報告するための体制、その他の当社の監査役への報告に関する体制および報告した者が当
該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制
①当社およびグループ会社の取締役および使用人またはこれらの者から報告を受けた者は、当社
の監査役会の定めるところに従い、当社の各監査役の要請に応じて必要な報告および情報提供
を行うこととする。

②当社およびグループ会社の取締役および使用人またはこれらの者から報告を受けた者は、会社
に重大な損失を与える事項が発生し、または発生する恐れがあるとき、当社およびグループ会
社の取締役および使用人の違法または不正な行為を発見したとき、その他当社の監査役会が報
告すべきものと定めた事項が生じたときは、当社の監査役に報告する。

③当社は当該報告を監査役へ報告した者に対して、その報告を行ったことを理由として不利益な
取扱いを行うことを禁止する。

(10) 当社の監査役の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の当該職務の執
行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項
当社の監査役がその職務の執行につき、当社に対して費用の前払等の請求をしたときは、当社
は、請求に係る費用または債務が当該監査役の職務執行に必要でないと認められる場合を除
き、速やかに当該費用または債務の処理を行う。

(11) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
①当社およびグループ会社の取締役および使用人の監査役監査に対する理解を深め、監査役監査
の環境を整備する。

②当社およびグループ会社の代表取締役との定期的な意見交換を行い、また内部監査室との連携
を図り、適切な意思疎通および効果的な監査業務の遂行を図る。
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2. 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要につきましては、以下のとおりであります。

(1) 当社およびグループ会社の取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを
確保するための体制の運用状況
・コンプライアンス・マニュアルに基づき、平素より当社およびグループ会社の取締役および使
用人に周知徹底を図っております。

・３か月ごとにコンプライアンス委員会を開催し、コンプライアンスの状況を確認しておりま
す。

・法令上疑義のある行為について、内部通報規定に基づき、社内については事業所コンプライア
ンス担当者またはコンプライアンス事務局、社外については久保井総合法律事務所で通報を受
け、対応できる体制をとっております。

(2) 当社およびグループ会社の取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制の運用
状況
・情報管理規定や文書管理規定等に基づき、適切に保管・管理しております。

(3) 当社およびグループ会社の損失の危険の管理に関する規定その他の体制の運用状況
・ISOやJ-SOXの中で規定を設け、それに則って管理をしております。
・損失の危険に対しては、月１回開催する執行役員会や各委員会で適宜報告、議論を行っており
ます。

(4) 当社およびグループ会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の
運用状況
・取締役会を月１回開催するほか、必要に応じて適宜臨時に開催し、業務の進捗について議論す
るとともに、経営に関する重要事項について審議し決定しております。

・取締役会では経営方針および経営戦略に係る事項について議論し、策定・承認を行い、執行報
告を受け相互牽制を行っております。

(5) 当社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制の運用状況
・当社の内部監査室が内部監査を計画的に実施し、その結果を取締役会に報告しております。

(6) 財務報告の信頼性を確保するための体制の運用状況
・内部監査室による内部監査の手続きを経て、財務報告に係る内部監査担当役員のもと有効性に
関する評価を実施し、その結果を取締役会に報告しております。
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(7) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項
および当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項の運用状況
・監査役の求めに応じ、直接指示された使用人が監査役の職務を補助しております。

(8) 前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項の運用状況
・監査役の職務を補助する際には、監査役の指揮命令に従っております。

(9) 当社およびグループ会社の取締役および使用人またはこれらの者から報告を受けた者が当社の監
査役に報告するための体制、その他の当社の監査役への報告に関する体制および報告した者が当
該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制の運用状況
・監査役会の定めるところに従って、随時報告を行っております。
・報告した者への取扱いは、内部通報規定の中で規定し、通報したことを理由とした報復行為か
ら保護しております。

(10) 当社の監査役の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の当該職務の執
行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項の運用状況

・監査役が職務の執行のために生ずる費用については、速やかに処理しております。

(11) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制の運用状況
・監査役は、取締役会をはじめとした重要な経営会議に参加し、必要があるときは意見を述べて
おります。

・監査役は、内部監査室と随時連携を図り、適切な意思疎通および効果的な監査業務を遂行して
おります。
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7. 会社の支配に関する基本方針
　当社は財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容
の概要は以下のとおりであります。

Ⅰ. 当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針
　上場会社である当社の株式は株主、投資家のみなさまによる自由な取引が認められており、当社の
株式に対する大規模買付提案またはこれに類似する行為があった場合においても、一概に否定するも
のではなく、最終的には株主のみなさまの自由な意思により判断されるべきであると考えます。
　しかしながら、近年わが国の資本市場においては、大規模買付提案またはこれに類似する行為を強
行する動きが顕在化しております。これらの大規模買付提案の中には、濫用目的によるものや、株主
のみなさまに株式の売却を事実上強要するおそれのあるもの等、企業価値ひいては株主共同の利益を
毀損するおそれをもたらすものも少なくありません。
　株主総会での議決権の行使等により会社を支配する者の在り方としては、経営の基本理念、企業価
値のさまざまな源泉、当社を支えるステークホルダーとの信頼関係を十分に理解し、当社の企業価値
ひいては株主共同の利益を中長期的に確保、向上させる者でなければならないと考えております。従
いまして、企業価値ひいては株主共同の利益を毀損するおそれのある不適切な大規模買付提案または
これに類似する行為を行う者は、会社を支配する者として不適切であると考えます。

Ⅱ. 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が
支配されることを防止するための取組み

　会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が
支配されることを防止するための取組みとして、「当社株式の大規模買付行為に関する対応策」（以
下、「本プラン」といいます。）を導入しております。当社取締役会は、当社株式に対して大規模な
買付行為等が行われた場合に、株主のみなさまが適切な判断をするために、必要な情報や時間を確保
し、買付者等との交渉等が一定の合理的なルールに従って行われることが、企業価値ひいては株主共
同の利益に合致すると考え、大規模買付時における情報提供と検討時間の確保等に関する一定のルー
ルを設定することとし、会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって大規模買付行為
がなされた場合の対抗措置を含めた買収防衛策としております。
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Ⅲ. 具体的な取組みに対する当社取締役会の判断およびその理由
　当社では、本プランの設計に際して、以下の諸点を考慮することにより、上記Ⅰ．の基本方針に沿
い、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に合致するものであり、当社の会社役員の地位の維持を
目的とするものとはならないと考えております。
(1) 買収防衛策に関する指針の要件を充足していること
　本プランは、経済産業省および法務省が2005年５月27日に発表した「企業価値・株主共同の利
益の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針の定める三原則」を充足しています。また、
2008年６月30日に経済産業省企業価値研究会から発表された「近時の諸環境の変化を踏まえた買
収防衛策の在り方」の内容も踏まえたものとなっております。

(2) 株主共同の利益を損なうものではないこと
　本プランは、当社株式に対する買付等がなされた際に、当該買付に応じるべきか否かを株主のみ
なさまが判断し、あるいは当社取締役会が代替案を提示するために必要な情報や時間を確保し、ま
たは株主のみなさまのために買付者等と交渉を行うこと等を可能とすることにより、当社の企業価
値ひいては株主共同の利益を確保し、向上させるという目的をもって導入したものです。
　本プランの継続は、株主のみなさまのご意思によっては廃止も可能であることから、株主共同の
利益を損なわないことを担保していると考えられます。

(3) 株主意思を反映するものであること
　本プランは有効期間の満了前であっても、株主総会において廃止する旨の決議が行われた場合に
は、その時点で廃止されることになり、株主のみなさまのご意向が反映されます。

(4) 独立性の高い社外者の判断の重視
　本プランにおける対抗措置の発動は、当社の業務執行から独立している委員で構成される独立委
員会へ諮問し、同委員会の勧告を最大限尊重するものとされており、当社の企業価値ひいては株主
共同の利益に資するよう、透明な運用を担保するための手続きも確保されております。

(5) デッドハンド型買収防衛策やスローハンド型買収防衛策ではないこと
　本プランは、当社の株主総会において選任された取締役により構成される取締役会によって廃止
することが可能です。従って、デッドハンド型買収防衛策ではありません。
　また、当社は取締役の任期を１年と定めているため、スローハンド型買収防衛策でもありませ
ん。
　なお、取締役解任決議要件につきましても、特別決議を要件とするような決議要件の加重をして
おりません。
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連結貸借対照表（2022年12月31日現在） （単位：千円）

科　目 金　額 科　目 金　額
資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

棚 卸 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機 械 装 置 及 び 運 搬 具

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 出 資 金

退 職 給 付 に 係 る 資 産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他　

7,987,775

1,613,982

169,830

4,934,323

1,047,974

222,819

△1,153

9,026,356

4,070,943

742,036

1,510,884

1,688,808

14,150

51,300

63,765

168,805

4,786,608

3,821,500

223,939

258,291

38,044

444,835　

流 動 負 債 7,069,309
支 払 手 形 及 び 買 掛 金 4,449,666
短 期 借 入 金 760,000
一年内返済予定長期借入金 512,500
リ ー ス 債 務 13,294
未 払 法 人 税 等 142,339
未 払 金 817,884
賞 与 引 当 金 47,640
そ の 他 325,987

固 定 負 債 1,367,543
長 期 借 入 金 865,000
リ ー ス 債 務 7,616
繰 延 税 金 負 債 231,817
退 職 給 付 に 係 る 負 債 95,789
資 産 除 去 債 務 2,820
そ の 他 164,501
負 債 合 計 8,436,853
純 資 産 の 部

株 主 資 本 6,124,242
資 本 金 2,151,240
資 本 剰 余 金 1,415,310
利 益 剰 余 金 3,482,414
自 己 株 式 △924,723

その他の包括利益累計額 1,759,603
その他有価証券評価差額金 1,391,456
為 替 換 算 調 整 勘 定 383,465
退職給付に係る調整累計額 △15,318

新 株 予 約 権 1,992
非 支 配 株 主 持 分 691,442

純 資 産 合 計 8,577,279
資 産 合 計 17,014,131 負 債 ・ 純 資 産 合 計 17,014,131
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連結損益計算書（2022年１月１日から2022年12月31日まで） （単位：千円）

科　目 金　額 金　額

売 上 高 17,058,682

売 上 原 価 14,375,346

売 上 総 利 益 2,683,336
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,214,937

営 業 利 益 468,399
営 業 外 収 益

受 取 利 息 4,814

受 取 配 当 金 110,217

そ の 他 35,149 150,180

営 業 外 費 用

支 払 利 息 15,027

固 定 資 産 除 却 損 38,922

そ の 他 74,940 128,889

経 常 利 益 489,691
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 489,691
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 168,693

法 人 税 等 調 整 額 △15,403 153,290

当 期 純 利 益 336,400
非支配株主に帰属する当期純利益 5,699

親会社株主に帰属する当期純利益 330,701

51



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

2023/02/28 9:35:12 / 22942038_古林紙工株式会社_招集通知_電子提供措置用

連結株主資本等変動計算書

連結株主資本等変動計算書（2022年１月１日から2022年12月31日まで） （単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本
合 計

当連結会計年度期首残高 2,151,240 1,410,346 3,208,865 △940,919 5,829,532
会計方針の変更による累積
的影響額 △633 △633

会計方針の変更を反映した当
連結会計年度期首残高 2,151,240 1,410,346 3,208,232 △940,919 5,828,899
当連結会計年度変動額
剰 余 金 の 配 当 △55,060 △55,060
従業員奨励及び福利基金 △1,459 △1,459
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 330,701 330,701
自 己 株 式 の 取 得 △269 △269
自 己 株 式 の 処 分 4,965 16,466 21,431
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当連結会計年度変動額（純額）

当連結会計年度変動額合計 － 4,965 274,182 16,197 295,344
当連結会計年度末残高 2,151,240 1,415,310 3,482,414 △924,723 6,124,242

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
新 株
予 約 権

非 支 配
株 主
持 分

純 資 産
合 計

そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

為 替 換 算
調 整 勘 定

退 職 給 付
に 係 る
調整累計額

そ の 他 の
包 括 利 益
累計額合計

当連結会計年度期首残高 1,634,025 313,208 △8,207 1,939,026 6,972 654,635 8,430,165
会計方針の変更による累積
的影響額 △422 △1,055

会計方針の変更を反映した当
連結会計年度期首残高 1,634,025 313,208 △8,207 1,939,026 6,972 654,213 8,429,110
当連結会計年度変動額
剰 余 金 の 配 当 △55,060
従業員奨励及び福利基金 △1,459
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 330,701
自 己 株 式 の 取 得 △269
自 己 株 式 の 処 分 21,431
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当連結会計年度変動額（純額） △242,569 70,257 △7,111 △179,423 △4,980 37,228 △147,175

当連結会計年度変動額合計 △242,569 70,257 △7,111 △179,423 △4,980 37,228 148,169
当連結会計年度末残高 1,391,456 383,465 △15,318 1,759,603 1,992 691,442 8,577,279
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貸借対照表

貸借対照表（2022年12月31日現在） （単位：千円）

科　目 金　額 科　目 金　額

資 産 の 部 負 債 の 部
流 動 資 産

現 金 ・ 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
製 品 ・ 商 品
材 料 ・ 貯 蔵 品
仕 掛 品
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
機 械 装 置
車 両 運 搬 具
工 具 器 具 備 品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
関 係 会 社 出 資 金
前 払 年 金 費 用
そ の 他　

6,184,218
850,073
166,388

4,277,766
320,821
86,905
94,392

389,026
△1,153

8,512,217
2,513,839
348,978
12,675

494,806
2,117

42,161
1,574,953

14,150
24,000
147,586
5,850,792
3,812,300
506,971
872,614
280,357
378,551　

流 動 負 債 6,356,951
買 掛 金 3,824,845
短 期 借 入 金 760,000
一年内返済予定長期借入金 512,500
リ ー ス 債 務 13,294
未 払 金 932,355
未 払 費 用 91,900
未 払 法 人 税 等 131,200
賞 与 引 当 金 40,000
そ の 他 50,858

固 定 負 債 1,416,765
長 期 借 入 金 865,000
リ ー ス 債 務 7,616
繰 延 税 金 負 債 387,284
資 産 除 去 債 務 2,820
そ の 他 154,046
負 債 合 計 7,773,717
純 資 産 の 部

株 主 資 本 5,529,271
資 本 金 2,151,240
資 本 剰 余 金 1,415,310
資 本 準 備 金 380,994
そ の 他 資 本 剰 余 金 1,034,317
そ の 他 資 本 剰 余 金 1,000,000
自 己 株 式 処 分 差 益 34,317

利 益 剰 余 金 2,887,443
利 益 準 備 金 244,661
そ の 他 利 益 剰 余 金 2,642,781
繰 越 利 益 剰 余 金 2,642,781

自 己 株 式 △924,723
評 価 ・ 換 算 差 額 等 1,391,456

その他有価証券評価差額金 1,391,456
新 株 予 約 権 1,992

純 資 産 合 計 6,922,719
資 産 合 計 14,696,436 負 債 ・ 純 資 産 合 計 14,696,436
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損益計算書

損益計算書（2022年１月１日から2022年12月31日まで） （単位：千円）

科　目 金　額 金　額

売 上 高 12,823,453

売 上 原 価 11,225,449

売 上 総 利 益 1,598,004

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,366,191

営 業 利 益 231,812

営 業 外 収 益

受 取 利 息 ・ 配 当 金 170,791

そ の 他 55,182 225,972

営 業 外 費 用

支 払 利 息 17,330

そ の 他 73,106 90,436

経 常 利 益 367,349

税 引 前 当 期 純 利 益 367,349

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 120,214

法 人 税 等 調 整 額 △13,192 107,023

当 期 純 利 益 260,327
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株主資本等変動計算書

株主資本等変動計算書（2022年１月１日から2022年12月31日まで） （単位：千円）

株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自 己
株 式

株 主
資 本
合 計

資 本
準備金

そ の 他 資 本
剰 余 金 資 本

剰余金
合 計

利 益
準備金

その他利益
剰 余 金 利 益

剰余金
合 計その他資本

剰 余 金
自 己 株
式 処 分
差 益

繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 2,151,240 380,994 1,000,000 29,352 1,410,346 244,661 2,437,515 2,682,176 △940,919 5,302,843

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △55,060 △55,060 △55,060

当 期 純 利 益 260,327 260,327 260,327

自 己 株 式 の 取 得 △269 △269

自 己 株 式 の 処 分 4,965 4,965 16,466 21,431

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当 期 変 動 額 合 計 － － － 4,965 4,965 － 205,267 205,267 16,197 226,428

当 期 末 残 高 2,151,240 380,994 1,000,000 34,317 1,415,310 244,661 2,642,781 2,887,443 △924,723 5,529,271

評価・換算差額等
新 株 予 約 権 純 資 産 合 計その他有価証券

評 価 差 額 金
評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 1,634,025 1,634,025 6,972 6,943,840

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △55,060

当 期 純 利 益 260,327

自 己 株 式 の 取 得 △269

自 己 株 式 の 処 分 21,431

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） △242,569 △242,569 △4,980 △247,549

当 期 変 動 額 合 計 △242,569 △242,569 △4,980 △21,121

当 期 末 残 高 1,391,456 1,391,456 1,992 6,922,719
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連結計算書類に係る会計監査報告

古  林  紙  工  株  式  会  社
　　取 締 役 会　御 中 ネクサス監査法人

大阪府大阪市

2023年２月７日

代 表 社 員
業務執行社員 公認会計士 長　野　秀　則
代 表 社 員
業務執行社員 公認会計士 小　関　　　亮

独立監査人の監査報告書

　監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、古林紙工株式会社の2022年１月１日から2022年12月
31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計
算書及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
て、古林紙工株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況
を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準
における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人
は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人とし
てのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入
手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示
することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用におけ
る取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はそ
の他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他
の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討する
こと、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うこと
にある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実
を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成
し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正
に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結計算書類に係る会計監査報告
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連結計算書類に係る会計監査報告

　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切で
あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関す
る事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視すること
にある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な

虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対す
る意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計する
と、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断され
る。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専
門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監

査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる
十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、
リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討
する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合
理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証
拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認めら
れるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において
連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切
でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監
査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続
できなくなる可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
ているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書
類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査
証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人
は、単独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内

部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報
告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守した
こと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するため
にセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関
係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告

古  林  紙  工  株  式  会  社
　　取 締 役 会　御 中 ネクサス監査法人

大阪府大阪市

2023年２月７日

代 表 社 員
業務執行社員 公認会計士 長　野　秀　則
代 表 社 員
業務執行社員 公認会計士 小　関　　　亮

独立監査人の監査報告書

　監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、古林紙工株式会社の2022年１月１日から2022
年12月31日までの第93期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及
び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
て、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認
める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準
における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、
我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上
の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示
することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用におけ
る取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその
他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の
記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討するこ
と、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことに
ある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実
を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し
適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表
示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

計算書類に係る会計監査報告
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計算書類に係る会計監査報告

　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切である
かどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事
項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視すること
にある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚

偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意
見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計
算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専
門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監

査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる
十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リ
スク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討す
る。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合
理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠
に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められ
るかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計
算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない
場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書
日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなく
なる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
いるかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基
礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内

部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報
告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守した
こと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するため
にセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

　当監査役会は、2022年１月１日から2022年12月31日までの第93期事業年度の取締役の職務の執行に
関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告致
します。

１．監査役及び監査役会の監査方法及びその内容
(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告

を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて
説明を求めました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締
役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めると
ともに、以下の方法で監査を実施しました。

①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受
け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び
財産の状況を調査致しました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及
び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会
社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決
議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及
び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明致しました。

③事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３号イの基本方針及び同号ロの各取組みについ
ては、取締役会その他における審議の状況等を踏まえ、その内容について検討を加えました。

④会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するととも
に、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また
会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条
各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（2005年10月28日企業会計審議会）等に従
って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

監査役会の監査報告
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監査役会の監査報告

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計
算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、
連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討致しました。

２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めま
す。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められませ
ん。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システ
ムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務執行についても、指摘すべき事項は認められませ
ん。

④事業報告に記載されている会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針
については、指摘すべき事項は認められません。事業報告に記載されている会社法施行規則第118条
第３号ロの各取組みは、当該基本方針に沿ったものであり、当社の株主共同の利益を損なうものでは
なく、かつ、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではないと認めます。

(2) 計算書類及びその附属明細書、並びに連結計算書類の監査結果
　会計監査人ネクサス監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2023年２月８日

古林紙工株式会社　監査役会

常勤監査役 桑　田　哲　夫　㊞
社外監査役 鈴　木　節　男　㊞
社外監査役 𠮷　村　正　機　㊞
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裏表紙

株主総会会場ご案内略図

交 通

▶地下鉄堺筋線「北浜」駅 ………………… ⑤番出口より徒歩約10分
▶地下鉄堺筋線「堺筋本町」駅 …………… ⑫番出口より徒歩約10分
▶地下鉄中央線「堺筋本町」駅 …………… ①番出口より徒歩約10分

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。
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